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1　はじめに
　1914年から1918年にかけてヨーロッパ諸国をk一そった第1次世界大戦がその後の経済界に残し
ていったものは、経済不安定であった。各国とも軍需産業に力点をそそいだ必然的結果として、経済界一
般に澄ける価格は著るしい騰貴傾向を示し、とくに敗戦国となったドイツにおける経済の混乱には顕著な
’ものがあった。このような経済状態の不安．混乱が会計にも深刻な影響を及ぼさないはずはなかった。す
なわち、当時．慣習的損益計算を支配していたのは、名目貨幣資本維持の思考であった。この考え方にも
とずけば、収益から、当初投下貨幣資本を回収した時点で利益が計上され、そして、その利益は課税の対
象となり、配当として分配されうるものとなるのである。しかしながら、経済不安定時、ことに、価格騰
貴が著るしいときに、このような名目貨幣資本の立場によることは、そのような変動をまったく無視する
ことにほかならず、企業の実体が浸食されてしまう危険性をまねくことになる。
　このような状況のもとに齢いて、企業の立場から、経営の実体を維持しなければならないという切実な
要求があらわれたことは、いわば、当然のことであり．研究者の間でも、そのような要求に応えようと数
々の試みが展開された。たとえば、マールベルク（W・Mahlberg）は．中和化の理論をもとに、貨幣購
買力の変動を考慮する修正原価主義の立場を主張したし（軌シュミ。ト（F．S・hmidt）は、取引日の
費用量の取引日の取替時価にもとずく費用計算を中心とした企業の相対的価値維持（retative
Werterhaltung　der　U瓦ternehmung）論を提案した②。シュミットとほとんど時を同じく
して、ゲルドマッハー（E．Geldmacher）は、いわゆる再生産的実体維持（reproduktive
Substanzerhaltung）論を主張した。③この考え方は、論者によっては、絶対的（absolute）
あるいは、物的（materielle）実体維持論ともなずけられている④。マールペルクによる購買力資
本維持説とシュミット、ゲルドマッハーによる実体維持説とには、前者があくまで貨幣的思考に立脚して
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いるのに対して、後者が財貨的思考に立っているという点において、基本的相違をみい出すことができ、
その限りに語いて、シュミット説とゲルドマッハー説とは軌を一にしているといえる。しかし、ゲルドマ
ッハーは、価格変動のみを問題とし、品質、種類、数量に於いて、費消した財と同一の財の再調達が可能
になる方法を追求し、それ旗、いわば絶対的であり、経済の変化に対して非弾力的であるのに対して、シ
ュミットの見解は、価格変動だけにとどまらず、生産性の推移をも考慮し、いわば相対的であり、経済変
動に対し弾力的であるという点に大きな相違がみい出される。さらに、技術的な観点からすれば、シュミ
ットはあくまで取引日に語ける調達時価での評価を主張し、純粋に理論的な立場を固持したのに対して、
ゲルドマッハーは、原則的には、取引日に澄ける時価評価を支持しながらも、年次計算上では、期末修正
で＋分であるとした点にも相違がうかがえる。要するに、マールベルク的な購買力資本維持説は、いわば
インフレーション時の会計思考であるのに対し、シュミット、ゲルドマッハーの実体維持説は、通貨安定
時にも適用されるべき会計論として提案されたのであった。⑤
　1923年、いわゆる大インフレーションが終結した後に、ドイツ経済は相対的安定期に入った。⑥シ
ュミット、ゲルドマッハーの提案が通貨安定時にも適用されるべき会計論として主張されたにもかかわら
ず．このような安定時には、名目主義によったとしても、実体にとっては実害がすくなく、なによりも計
算確実性や恣意性排除の点から、名目主義の立場が支配的となり、名目維持対実体維持の論争も下火にな
った。しかし、この安定期も長くは続かず、1930年代初頭には世界大恐慌にみまわれ、やがて、第2
次世界大戦が勃発し、1945年には、ドイソは敗戦国として、再び壊滅状態に陥ったのである。ところ
が、戦後に澄けるドイツ経済の復興はめざましく、新技術が次々と開発され、やがては復興から拡大の時
代へ突入したのであった。このようなきわめて急激な経済の復興、成長を背景として、名目資本維持論は、
再び、その弱点を露呈することとなり、ここに、企業の実体維持の要請が強まり、実体維持論が再燃する
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にいたったのである。第1次世界大戦後に訟げる大インフレーション時とは異なって、この当時の経済的
背景は、単なる貨幣価値の下落ではなく、個別価格のまちまちな変動、技術進歩、需要変化、一貫した経
済の成長傾向などである。それゆえ、ここに再燃した実体維持論は、ゲルドマッハーの説にみられたよう
な物的、絶対的実体維持論ではなく、新たな変動要因をも考慮しようとしたものであり、一般に、給付的
実体維持（1，i、t。。g，m。，’Cig，　S。b、t。nzerh。1t。。g）とよばれているものである⑦．
　本稿では、これまで述べてきたような時代的背景を念頭に誇きながら、エッカート（H・Eckardt）、
シュネトラー（A・Schnettler）の主張をてがかりにして給付的実体維持論の内容とその位置づけを・、
検討してみよう。
①W．Mahlberg，　Der　Tageswert　in　derBilanz，1925・it　ts、不破教授は、神
　　戸大学会計学研究会編「新会計学辞典」のなかの「マールペルクの評価論」という項目（924ペー
　　ジ）に誇いて、マールfルクの主張を適切に示して於られる。
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②??
⑤
⑥
?
F．Schmidt，　Die　organische　Tageswertbilanz，1928・M・Schweitzer
は、次に澄いてシュミットの主張を簡潔にまとめている。VgL　Artikel，　Bilanztheor－
ien，　orgeanische，　in．　HdwB．　des　Rechnungswesens．　Hsg．　E．Kosi－
ol，　C・E・Poeschel　Verlag，　1970・　s・s・273－274・
E，Geldmacher，　Wirtschaftsunruhe　und　Bilanz，1923．
VgL　R－B．　Schmidt，　Artikel，Kapitalerhaltung　und　Rechnungsw－
esens，　a。aQO．　S．775・
リープル（J．Liebl）は次に誇いて、実質資本維持、物的資本維持、相対的資本維持の異同につい
て適切に論じている。　VgL　J・Liebl，Kapitalerhaltung　und　Bilanzrech－
nung・　BFuP，　195’3．　s．s・503－508　und　568－577・
海道進、吉田和夫編著「ドイ7経営学説史」1968年の巻末に付されている「ドイツ経営経済学発
達史年表」（315－329ページ）を参照。
W．Engels　und　H．　Mil　11erは、これの代表者として次をあげている。
K．Hax，　Die　Substanzerhaltung　der　Betriebe，　1957・H・Eckardt，
Die：Substanzerhaltung　industrieller　Betriebe，『1963．　E・Feuer－
baum，　Die　polare　Bilanz，1966．　W．Endres，　Der　erzielte　und
der　ausschuttbare　Gewinn　der　Betriebe，　1967・
VgL　W．　Eng　els　und　H。二Muller，　Substanzerhaltung：eine　betrie－
bswirtschaftliche　Konsumtheorie，　ZfbF．1970，　Heft　6，　S・349・
2給付等量的・発展順応的実体維持論
　給付等量的・発展順応的実体維持（leistungsaquivalente　und　entwicklungsad－
aquate　Substanzerhaltung）論を最初に概念ずげたのは・・一ゼナック（W・Hasenack）で
ある①。彼の門弟であるエヅカートは、それの理論的基礎を体系的に説明し、さらには、実証研究によっ
て、その精神を生かす道を追求している。ここでは、給付等量的・発展順応的実体維持論の理論的側面を
エ．ッカートにそって検討してみよう。
　給付等量的・発展順応的実体維持は、給付等量的維持と発展順応的維持とが結合されて成っている。す
なわち、給付等量的維持は、経営の給付が技術的に等価のまま維持されるべきであるというものであり、
発展順応的維持ぱ維持されるべき実体が技術臨経済的発展に順応すべきであると定義される②。
　まず、発展順応的実体維持について述べよう。エッカートは、あらゆる経済部門な動態的であって、技
術や市場の状態はたえず変化しているという現実を前提としている。したがって、そのようなときには、
同一の財貨を再調達しただけでは経営が経済の発展に順応してゆくことはできえない。むしろ、永続的な
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発展は、財貨toよびその数量に診いても、別の新しい経営設備．原材料の方が従来のそれらよりも給付プ
ロセスにとって有利になる結果をもたらすのである。それゆえ、経済条件が変化しているときに澄ける発
展順応的維持とは、価格の状態、技術進歩、需要変化などを考慮したうえで、当初の財貨とは異なる取替
財を調達することを意味している。しかし、それは、一時的な変化がk・こったからといって最新の発展に
即応すべきであるという意味ではない。発展順応的維持がより合理的な代替財に取替えることを意味して
いるからといって．余命のある機械までをも即刻、新式の機械に取替えるようなことはまったく不経済な
ことである。したがって、発展順応的実体維持の目標は、決して、短期的な発展への順応ではなく、長期〔…’L
的にみて経済性をそこなうことなしに、可能であるときに、実体がその時の発展に順応するということなの
のである。このような意味において．発展順応的実体維持は、取替調達に際して、その時々の技術的、経
済的発展状態に合致する財貨が購入される場合に実体が発展順応的に維持されると要約されるのである③。
　さて、それでは．このような発展順応的実体維持の具体的目標は何であろうか。エッカートによれば、
「（このような）維持の目標は、市場給付すなわち、経営が需要を充足している割合を確保することであ
る」④と表現されている。このことは．明らかに、このような維持の具体的メルクマールが市場占有率の
確保にあることを意味している。しかしながら、経済が成長しているときに、厳密な意味で相対的もしく
は発展順応的に、市場占有率を確保することは、実体の維持にとどまらず、明らかに、その拡張をも含ん
でしまうことになる。したがって、このような意味t／（・k・ける発展順応的実体維持に反論が於こるのはもっ
ともなことであり、エッカートはその反論を次の2つにまとめている。すなわち、1は、国民経済成長時
にこのような維持を貫徹すれば、ときにはそれが非常に過大な利益の蓄積につながってしまうから、利益
確定に関与しない株主その他の自己資本提供者の権利は著るしく制限され、貯蓄者の機能はないがしろに
され、新規投資の配分にも不都合な結果をもたらす、というものである。2は．現存の経営が経済の成長、
発展に相対的に順応していくならば、現存の経営だけで経済の成長部分を吸収してしまうことになるから、
国民経済に新い（経営が入り込む余地がなくなる、というものである。⑤このような観点から、動態経済
の成長、発展に、厳密な意味で相対的に、現存の経営が順応していくことには異論もあり．現実にもそぐ
わないことになるのである。それゆえ、まさにこの点に澄いて、発展順応的実体維持に条件ずけを論こな
う概念を付す必要性が生じてくるのであり、それが給付等量的実体維持概念にほかならない。
　給付等量的実体維持は、実体を、経営任務遂行のための手段としての機能に誇いて考えようとする。す
なわち、再生産的実体維持論では、実体は経営の保有する財貨量そのものと考えられたのであるが．給付
的維持論では、財貨に内在している機能力すなわち給付能力に目がむけられるのである。したがって、維
持されるべき実体は、給付能力の面から考えた一定の財貨量というように間接的に規定される。それゆえ
に、経営が永続的に再生されていくには、取替調達に際して、当初の給付量を再び生み出すのに必要な規
模の財貨が購入されなければならず、新規調達は．それが実体の給付能力を増大させない限りにおいて維
持領域に含められるというのである⑥。このようlt給付等量的実体維持は「技術的に等量の実体維持」⑦
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とよばれている。それゆえ、このような意味に澄ける給付は、あくまでも、経営の技術的生産能力によっ
て決定される絶対量であって、相対的な意味での変動量ではないのである。この点において、上述の発展
順応的維持は、ここに述ぺた技術的意味に診ける給付等量的維持概念によって著るしい制約をうけること
になる。範囲の規模からすれば「発展順応的実体維持は給付等量的実体維持を凌駕しうる」⑧こと販
るo
　さて、エッカートによれば、発展順応的維持概念と給付等量的維持概念は、結合されてひとつの維持概
念を形成することになるのであるが、その場合でも、発展順応的維持概念は．あくまでも経済一般にむけ
る発展ではなく、個別経営の枠内va　k一ける技術的給付能力に変化を及ぼす発展だけを考慮することにとど
められるのである。したがって、財貨の種類や品質には変化がなく、ただ市場の規模だけが拡大している
ようなときには、経営は従来と同じ財貨量を購入し、それによって経営の給付能力を維持すれば、それで
＋分に給付等量的実体維持を果しているということになりうるのである。しかし、財貨の種類や品質に変
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。要するに．化が於こった場合には、その変化に合致した順応が齢こなわれ左ければならないのである
発展順応的実体維持概念は、経営が再調達しなければならないものを示すのである。いいかえれば、財貨
の種類や品質に変化のないときには、従来と同一の財貨を、他方、それらに変化の生じたときには、変化
した新しい財貨を、購入すべきあるというのである。しかして、それらの財貨をどの程度の分量に澄いて
再調達すべきであるかという数量の問題は、給付等量的維持概念がひき受ける。したがって．「給付等量
的・発展順応的実体維持の維持目標は．技術的給付能力が変らず、しかも、この給付能力によって画され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と規定される。この関係は次のようにあらた範囲内で発展と歩調をあわせていくような実体である。」
わせるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　給付等量的・発展順応的実体維持　　　　　　　　　　　　一＿
　　　　　　給付等量的維持　　　　　　　　　　発展順応的維持
（どの程度の数量を再調達すべきであるかを示　　　（何を再調達すべきであるかを示す）。
す）。
　さて、このような給付等量的・発展順応的実体維持は、具体的には、どのようにして測定されるのであ
ろうか。維持を測定するには、この実体維持概念の意味に澄ける費用がまず測定されることが前提となり、
エッカートは次のような算式を示している。⑪
　発展順応的取替財の価格÷給付の変化率＝給付等量的・発展順応的費用
　「このような費用計算の方法は、理論的には全く正しいといえる」⑫としても、エッカート自身が指摘
しているように、取替財の価格の確認がしにくいうえ、適切な尺度を欠いているため給付の変化率を数量
的に表現することが技術的に不可能であるという。このような理由から、理論的に正しい給付等量的費用
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の測定は、結局のところ、放棄されてしまうのである。しかし、経営が持続的に再生されるためには、ど
うしてもそのような費用を測定することが必要なことから、今度は代替的な方法に目を向けざるをえなく
なる。とはいえ、そのような代替的方法は、あくまでも近似計算であることを確認していなければならな
いのである。⑬
①H・Eckardt，　Die　Substanzerhaltung　industrieller　Betriebe，
　　1963，　S・23・
②VgL　a・a・0・S・S．23－24・
③　VgL　a．a．0。　S．S．24－26・
④a・a・0・S・28・
⑤　 Vgl・　a・a．0．　S・S．28－29．
⑥　Vgl．　a．a．0．　S・27・
⑦a．a．0・S・31・
③a・a・0・S・31・
⑨Vg1・a．a・O．　S・35・
⑩　 a．a．0．　S．35・
⑪VgL　a・a・0・S・55・
⑫　森田哲弥稿、実体資本維持説の展開、産業経理、1966年4月号、61ページ。
⑬H・Eckardt，　a・a・0・S・S・55－56・
3シュネトラーの実体維持論
　1950年代に入って、実体資本維持の問題が価格変動などに基因する架空利益課税を背景として、再
び論議されるようになったことは周知のところである。そしてまた、「経営が継続的に利益を計上してい
る場合でも、いいかえれば実体の縮少が数値のうえでは認められない場合でも、．生存能力をなくしたり、　あ
るいは更生を必要とするようなことがありうるという事実は、名目的貸借対照表価額にもとずいた思考の
転換を要するものである」①。けれども、ここでとくに注目すべき点は、そのような思考の転換がいかな
る意味内容をもっているかということにある。シュネトラーの問題意識は、「価格変動は経営の実体維持
に本質的影響を及ぼしうる唯一の価値変動ではない」②ということ、それゆえ、「数量誇よび生産能力で
あらわされる実際の給付能力を維持することが肝要である」③というところから出発している。
　このような問題意識からすれば、材料の消費とか設備の使用というような物理的変化がなくても、給付
能力に影響を及ぼしうる原因が追求されなければならない。シュネトラーはそのような変動原因として、
次のものをあげている。④
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　a）貨幣側に澄ける価格水準変動むよび財貨側における個別価格変動
　b）技術的給付能力の変化於よび
　c）経営組織の変化
　このような変動原因をまったく無視しようとするものが名目的資本維持の思考にほかならないが、この
ような考筋に対する批判は多硯うけられているところである。⑤他fi．価蔽動の影響のみを考慮し
ようとする思考はいわゆる再生産的実体維持論であり、シュネトラーはこの思考の把握しようとしている
経営価値を「孤立的縄価値（・・。1・er・・n　B・・…b・wert）」⑥と・んでいる．・）の要素すなわ
なわち技術的給付能力の変化をも考慮に入れようとするのは給付的実体維持論と一般によばれているが、
この場合には、個別経営内va　k一ける給付能力変動要因を考慮するのかそれとも経営相互間の相対的発展を
も考えに入れようとするのかによって極めて重大な相違が生じてくる。いずれにしても、シュネトラーは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　となずひとまず、このような価値を「技術的給付価値（technischer Leistungswe「t）」
けている。さらに．c）の要因すなわち無形の要素をも含めた経営組織の変化をも考慮に入れようとする
ものは、給付能力だけにとどまらず、将来の収益、利益を志向し、市場に澄げる組織体としての経営を意
謝るものであり、。れのめざすものは「組織的価値（・rg・n・sch・wer・）」⑧と励れる．
　このような基礎思考のうえに立って、シュネトラーは、実体資本維持を3つの段階に区分して把握して
　　　⑨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“一いる。
　第1段階：　経営個別的数量的資本維持
　　（・i・b・t・i・bli・h　m・ng・nm・Big・K・pit・1・rh・ltu・g）
　第2段階：　経営相対的給付的資本維持
　　（・wisch・nb・t・i・bli・h　l・i・tung・m・pig・K・pit・1erh・lt・ng）
　第3段階：　組織的資本維持
　　（organische　Kapitalerhaltung）
　このような実体資本維持の3区分は、それぞれが上述した3つの変動要因をどの程度において考慮しよ
うとするものであるかに即して分けられている。しかしながら．第3段階の組織的資本維持における評価
基礎となるべき経営の組織的価値は、将来の利益に依存するものであり、それは販売の可能性、市場形態、
政治上の影響など経営の外部における要素によって左右され、不確定要素があまりにも多過ぎるのである。
シュネトラーもこの点を考慮し、会計上では、「この種の計算がどの程度にまで実行可能であるかという
こと自体燗題となる」⑩と述べ、組織的資本維持の考え方を排している．第2段階の経営樹的給付
的資本維持は、ここでは広狭2義を含意させられている。この考えは、広義では、経済一般に澄ける発展、
技術進歩、需要変化などに比例的に順応するという意味を含んでいる。したがって、この考えは、先に検
討したエッカートの発展順応的実体維持論とまったく同じ内容をもつものであるとみることができる。し
かし．先にも指摘したように、この考えを忠実に実行することは、維持だけにとどまらず拡張の実現をも
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自己資金でまかなうことを意味し、これには異論のあるところであった。エッカートは、経済の発展に相
対して経営が維持されるべきであるとの発展順応的維持の考えに、給付等量的思考を導入し、結合するこ
とによって、発展順応は経済一般もしくは部門に誇ける発展ではなく、個別経営の枠内に勘ける発展だけ
に限定してk・こなわれるべきであると結論していた。シュネトラーも．経営相対的給付的資本維持は「経
営がその拡張に必要な分を外部からの新資金を導入することによってまかなうことが考えられない場合
（たとえば、公然の占領地域のような場合）にのみ意味をもつ」⑪と指摘レ経済の発展に比例臨相対
的に経営が順応すべきであるとの考えを排している。
　シュネトラーは、このように変動要因toよびそのそれぞれに即した実体維持論を検討し、「経営の価値
維持に際しては、a）の要素と相当に限られた　b）の要素を考慮するだけにとどめなければならない。
すなわち、できるならば、競合経営との比較のもとでの生産能力を考慮したうえで．実体価値を顧慮しよ
うとしなげればならない」⑫と述べるにいたるのである。この点に於いて．シュネトラー　va　k・ける経営相
対的給付的資本維持の考えは、エッカートの場合と同じく、結局のところ個別経営の枠内に夢いて経営の
給付能力に影響を及ぼしうる発展を考慮することに限定されるのである。それゆえ、シュネトラーは、こ
のような観点から、上述した実体維持論の3区分を、新たに次のように組変えるのである。
　第1段階：　再生産的（数量的）資本維持
　　（reproduktive　（mengenmapige）Kapitalerhaltung）
　　再生産的実体維持の目標は、経営の給付能力を従来の絶対的高さにおいて毎期確保することである。
　　再生産的（数量的）実体維持は、経営が費消した設備財と流通財の代りに、同種の新しい資産を調達
　　できる状態にある場合に達成される。
第2段階：　経営個別的給付的資本維持
　　（einbetrieblich　leistungsmaβige　Kapitalerhaltung）
　　これの目標は、経営技術的諸条件が変化しても、経営の給付能力を従来の高さに於いて維持すること
　　である。この段階では、たとえ近代的な同じ能力をもった機械によって経費が安くなっても、技術的
　　な改良が減価償却資金でまかなわれうることが要求される。したがって、経営個別的給付的資本維持
　は、生産能力の拡大をともなうことなくして、技術進歩が新資本の導入なしで減価償却資金からまか
　　なわれうるときに成り立つのである。
第3段階：　経営相対的給付的資本維持
　　（zwischenbetrieblich　leistungsma夢ige　Kapitalerh　altung）
　　この目標は、部門的k・よび一般的な経済発展を考慮したうえで、経営の給付能力を維持することであ
，る。同一部門での他の同種の経営との対比に澄ける相対的給付能力が技術進歩ときには需要の変化な
　　どをも考慮したうえで維持されなければならない。この資本維持の段階では．技術進歩（第2段階）
　だけでなく、経済発展や需要変化などの結果としての数量的拡大の実現をも自己資金によってまかな
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　　teうとされるのである。⑬
　このように、新たに設定した実体資本維持の3段階のうち、シュネトラーは、前述のように、「a）の
要素と相当に限られた　b）の要素」⑭を考慮しようとする思考すなわち第2段階における実体資本維持
論を、会計のうえではめざすことを意図していると結論することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　■①A．Schnettler，　Grundsatzliches　zum　Problem　der　betrieblich　en
　　Sμbstanzerhaltung，　BFuP・，1953・Heft4・S・194・
???
⑤
⑥
???????
⑭
a。a．0．　S．193．
a．a．0．　S．194．
Vgl．　a．a．0．　S．S．195－196　und　A・Schnettler，　Ziele　und　Grenzen
der　betrieblichen　Werterhaltung，　ZfhF，1955，　NF・7Jg，　S・S・521
－522。
Vgl．　z．B．　J．Liebl，　Kapitalerhaltung　und　Bila．nzrechnung，　BFuP，
1953，　Heft，9，10，11，12，　S・S・500－503：　H．Eckardt，　a。a・0・　S。S・19
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロー20：A．Schnettler，　Grundsatzliches・…　，　a・a・0．　S・S・194－195・：
A．Schnettler，　Ziele　und　Grenzen・…　，　a．aiO．　S．S．522－523・
A．Schnettler，　Spbstanz－und　Werterhaltung　in　den　Betrieben，
ZfB，　1956，Nr．5，　S・261・
a．a．0．　S．262．
a．a．0．　S．262．
　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　コA・Schnettler，　Gru．ndsatzliches・…　，　a・a・0・S・S・、196－197・
A．Scbnettler，　Substanz－und　Werterhaltung・…，a．a．0．　S．262・
A．Schnettler，　Ziele　und　Grenzen・…　，　a．a．0．　S．527．
Aβchnettler，　Substanz－und　Werterhaltuμ9…・ga・a・0・S・．262・
VgL　A．Schnettler，　Substanz－und　Werterbaltung…・，
a．a．0．　S．S．262－263．：　Ziele　und　Gre11zeu・…　，　a．a．0．　S．523．
A．SchnettIer，　Substanz－und　We　rterhaltung…・，a．a・0．　S．262・
4給付的実体維持論の位置付け
　エッカートの主張した給付等量的・発展順応的実体維持論は、部門あるいは経済一般に於げる経済発展
に順応した実体を維持しようとめざしつつも、それはあくまでも経営の産出する給付が従来と等量に保た
れる範囲内で配慮されるもe6であった6経済の発展に相対的に順応するということ杖、その経営が部門に
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k’Vaて占めている市場占有率を一定に確保することを意味してfO・　b、それを確保するのに必要な資金をも
自己金融によってまかな語うとすれば．極めて過度な利益留保を招来し、株主その他の利害を圧迫し、新
参経営の登場を不可能とすることになろう。したがって、そのような考えには、維持の範囲をこえた拡張
部分の実現をも自己金融で達成しようとするものであるとの反論が提起されるのである。そこで、エッカ
ートは、生産能力の維持と実体の拡張とを明確に区別することを指摘し、相対的発展順応的維持概念のな
かに給付等量的維持概念を導入することによって、維持の範囲を個別経営の枠内における技術的生産能力
に限定することを提言したのであった。
　他方、シュネトラーは実体維持を3段階に区分して検討した。彼がとくに問題としているのは、第2段
階の経営個別的給付的資本維持と第3段階の経営相対的給付的資本維持であった。経営相対的給付的資本
維持は．その部門ないし経済一般に於ける経済発展を考慮したうえで、経営の給付能力を維持しようとす
る点に詮いて、エッカートの説明した発展煩応的実体維持と軌を一にするものであるとみることができる。
しかし、シュネトラーに語けるこの概念も、生産の数量的拡大の実競をも含むという観点から、同様に、
会計上では拒否されるのであった。結論的に、シュネトラーも、この点に誇いて、個別経営の枠内におげ
る技術的給付能力維持論を主張するにいたるのであった。したがって、シュネトラーが会計上考慮すべき
であるとした第2段階の経営個別的給付的資本維持の考えは、その内容からして、エッカートの給付等量
的・発展順応的実体維持論とまったく同じものであるということができる。この点に誇いて、われわれは、
給付的実体維持論には2つの段階があることを知るのである。すなわち、それは経営相対的と経営個別的
の相違あるいはまた、発展順応的と給付等量的という限定のついた発展順応的維持との相違として理解す
ることができる。しかし、エッカートもシュネトラーも結局は、個別経営的給付的実体維持論を主張する
ものであることを確認してtaくべきである。
　エッカートの給付等量的・発展順応的実体維持論とシ＝ネトラーの経営個別的給付的資本維持概念とは
同じ内容をもつものであることが分った。それでは、エッカートteよびシ＝ネトラーの主張は、実体維持
論のなかに澄いて、どのような位置を占めるのであろうか。
　ゲルドマッハーに代表される再生産的実体維持論との対比においては、それが絶対量の維持をめざすも
のであるのに対して、給付的実体維持論は個別経営の枠内に限定されているとはいえ、いわば発展順応的
思考を導入しようとしている点に於いて、ひとつの進歩をみいだすことができる。いいかえれば、再生産
的実体維持論は、メルクマールとして経営の保有する財貨量そのものを考えるのに対して、給付的実体維持
持論は、それを給付能力もしくは生産能力に求め、そこから．間接的に財貨量を規定しようとするのであ
る。リープルは．これを経済変動に対する順応度の観点から、硬直的（starre）な思考と適応能力の
ある（anpassungsfahige）思考との対立としてとらえている。①
　しかしながら、エヅカートtsよびシュネトラーの給付的実体維持論は、前述のように、経済一般に鉛け
る発展に、厳密な意味で、相対的に順応することを意図するものではなかった。経営相対的給付的実体維
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持は、経営の拡張をも含むものであったからである。エッカートは．これらの関係を次のように整理して
いる。②
　1．資本維持
　　a）静的（貨幣金額）：　名目Ii・よび実質資本維持
　　b）動的（給付価値）：　組織的資本維持
　2．実体維持
　　a）静的（財貨量）：再生産的実体維持
　　b）動的（給付量）：　相対的、適合的tsよび給付等量的・発展順応的実体維持
　ここで、組織的資本維持は、組織的全体としての経営の維持を意図するものであb、物的諸要素のみな
らず．経営組織など非物的要素をも包摂し、具体的には、将来の収益価値．利益額をメルクマールにする
ものである。しかし、これは対象が非物的諸力に蜜で及ぶことと計算の実行不可能性のゆえに排除される
③
　0
　エッカートのこの区分による限り．実体維持論の場合、給付的実体維持論は、財貨量それ自体ではなく、
給付能力をめざしている点において前進をみることができる。それは．単κ価格変動だけにとどまらず．
個別経営に影響しうる限りにおいて技術進歩、需要変化をも考慮しようとするのである。しかし、それは、
決して経es－一般の発展に経営が順応することを保証するものではない。エッカートも、「給付は、もっげ
ら、経営の技術的生産能力によって決定される絶対量である」④と言明しているように、彼の給付的実体
維持論は給付が等量である範囲内において発展に順応しようとするものなのである。シュネトラーは、こ
の点に関して．rできうれば．生産能力を考慮し、ときには競合経営との比較κむいて実体価値を考慮し
ようとする」⑤と微妙娠城用h．したが。t，結果的に価灘持ができなか。たとしても．このよう
妨法を頬的価値維持とよ蕊とができるとしている⑥．要するに働の鮒醸雌持論は、技術
進歩、需要変化左どの結果として．従来と同一の財貨Kの取替えではなく、新しい異楓異質の生産票素
への取替えを意図するのであるが、それらの新しい生産要素が産出する給付は従来と等量に．いわば絶対
量として規定しようとするものであるといえる。
　さて、給付的実体維持の実行可能性について肱前にも述べたように、厳密には技術的κ不可能である
とされた。エッカートも示しているよ．うに、「最も真実な方法を論理的に演繹ナることはできる」⑦とし
ても、それの実行不可能性のゆえに．近似計算に目を向けざるをえないのである。エッカートやシュネト
ラーと同様に、給付的実体維持論を積極的に主張したハヅクスも、技術進歩、需要変化の影響を．会計上
考慮すべきであるとし．「費用の種類に関しては過去に目を向けた方法したがって、再調達すべき取替財
からではlt　〈．実際に費消してしまった生産財から費用計算を行うが．評価に関してば過去において実
際に支払った取得価格ではなく．再調達価格に自を向けるといった方法で、いわば中間的解決をはかるこ
とができる」◎と述ぺるのである．・しかL．彼版消し縦来の生画と新しく取翫られるぺ姓産
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財との間における比較が困難なことから、それの実行の基礎が失われるとして、「確実にとまではいかな
くとも、実体維持の目的を達成することのできる近似的な解決策で満足しなければならない」⑨と結論す
るにいたるのである。
　このように、給付的実体維持が確実に実行することのできないことのゆえに、それを主張した人々は、
きまって今度は伝統的会計構造の枠内に於ける実体維持計算の可能性へと目を移すのである。エッカート、
シュネトラー、リーブルteよびハックスに知いてそうである。しかして、固定的有高法、後入先出法、実
体維持積立金の設定など、いくつかの方法が検討されるのである。リープルの場合、価格その他の経済に
澄ける変化から生ずる経営の給付能力の侵食は、結局、「公示積立金を設定することによって対処する呵
と結論されるのである。しかしながら、このような近似的な解決策については、「そこで考えられるべぎ
代替的近似計算は、少なくともその基本的性格に於いて、理論上の計算と同じものでなければならない。
そうでなければ、代替的計算は、等量給付的維持とは本質的に異なる他の形の資本維持を招来することに
なりかねないからである」⑪との森田教授の指摘のように、理論と実践との間には重大なギャップがひ
そんでいるといえよう。
　不破教授は、ハックスのような中間的解決ではなく、「これらの変化が経営の短期計画に具体的にとり
いれられた場合にかぎって、会計構造にとりいれ、新しい生産要素による費用計上を於こなうことにする
のがよいと考えている」⑫と述べられ、積極的な解決策を提示して澄られる。この点に於いて、「経営が’
将来のある時点に新資産を取得するという契約にサインしたならば、この契約価格が収益に賦課される費
用額確認のために選ばれる」⑬と述べている取替価値会計論の主張者のひとりであるローセン（L・S．
Rosen）の主張は、不破教授の解決策と同じ方向にあるものとみることができよう。
①VgL　J．Liebl，　a．a．0．　S．499・
②VgL　H・Eckardt，　a・a・0・S・19・
　　な語、ここで、静的（statisch）とは、貨幣にせよ財貨にせよ、その有高そのものに澄いて規定
　　されるものであるのに対して、動的（dynamisch）とは、有高の機能力に輸いて生産要素を規定
　　することを意味している。
③　VgL　a．a・0・　S．19．
④a・a・0．S・S．31－32・
⑤　A．Schnettler，　Substanz－und　Werterhaltung・…　，a・a．0・S．262・
⑥　VgL　a．a．0．　S．262・
⑦H．Eckard’t，　a．a，0・S．56．
⑨　K．Hax，　Die　Substanzerhaltung　der　Betriebe，　1957，　S．49・
⑨a．a．0．　S・51・
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6◎　J．Lieb1，　a．a．0．　S．689・
⑪　森田哲弥稿、前掲論文、62ページ。
⑫　不破貞春稿、企業体の概念と会計理論、近代会計学大系1所収、185ページ。teよび同教授稿取
　　替価値会計の理論、企業会計22巻9号（1970年8月号）、24ページ参照。
⑬L・S・Rosen，　Replacement－Value　Acc。unting，　Acc。unting　Review，
　　January　1967，　P。107。
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